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研究成果の概要（和文）：本研究では，半構造化面接法にて，DV 被害者の実態調査，母子生活

支援施設職員及び医療機関職員の DV に関する研修会受講状況と希望する研修について聴き取

り調査を実施したほか，郵送調査にて，DV 被害者支援を実施している全国の福祉・行政・医療

機関の IT 整備状況と eラーニング研修の取り組みに関する調査を実施した。その結果を基に，

鹿児島県内の福祉・医療機関にて DV 被害者支援を実施している関係職員を対象に，集合研修及

び Moodle を用いた研修を実施した。 

 

研究成果の概要（英文）：To obtain the fundamental data toward the education system 

development of the support expert for DV victims, we carried out two kinds of surveys. 

One was a semi-structured interview to know the actual condition of DV victims and 

current training practice on DV of the staffs in the maternal and child living support 

facilities and medical institutions. Another was a mail-in questionnaire survey about 

the preparation and/or utilization of the IT devices and e-learning system in the 

welfare and medical facilities around Japan. Based on the results of surveys, we 

established a new learning program on DV. It was implemented for the staffs 

supporting the DV victims in Kagoshima prefecture, in assembly form of workshops 

and on the web using Moodle.  
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１．研究開始当初の背景 

DV 被害はその問題の深刻さに加え，件数にお

いても急増傾向にある。日本社会での早急な

DV 被害者対策が急務とされ，法的にも整備さ

れつつある。しかし，DV 被害者対策では，専

門職員の適切な介入が不可欠であり，被害者

支援を実施している専門職員のスキルアッ

プが重要課題であるものの，今日の社会にお

ける専門職員に対する教育システム構築は

整備されてはいない。DV 被害者の多くは，身

体的・精神的・社会的暴力を受けている事か

ら心身に深い傷を負い，福祉的支援だけでは

なく医学的支援を必要としている。そのため，

医療と福祉の専門職がお互いに連携をとり，

被害者に対して複合支援の実施が望まれて

いる。多職種間が共に被害者支援を実施して

いくためには，医療と福祉の合同カンファレ

ンスの実施が不可欠である。研究代表者が実

施した，福祉職員及び医療機関職員を対象に

実施した調査成果において，多くの専門職員

が DV 被害者支援に対する力不足を感じてお

り，DV 問題に関する研修システムの整備が求

められていた。 

 

２．研究の目的 

今回の研究の目的は，大きく分類して次の二

点である。 

（１）DV 被害者支援専門職員は，勤務体系も

バラバラで統一した教育システムの導入が

難しい事から，DV 被害者が受けた医学的及び

福祉的支援を明らかにするとともに，被害者

が求める医療及び福祉的援助を明確化し，こ

れらをスムーズに実施する事が出来るよう

にするために，DV 被害者支援専門職員（対象

者は，看護師や母子生活支援施設の相談員と

する）への eラーニングシステムを用いた教

育システムの開発及び施設内への導入を検

討する。 

（２）e ラーニングシステム導入のために，

DV 被害者支援専門機関（母子生活支援施設や

婦人相談所，医療機関）の IT 普及・導入率

及び教育システム導入の実現可能性につい

て，全国調査を実施する。 

 

３．研究の方法 

（１）便宜的抽出法にて選択した県内の母子

生活支援施設に入寮している元 DV 被害者を

対象に，半構造化面接と簡易スケールを実施

した。これにより，被害者への隠された DV

の影響と DV の発生起序，加害者の特性と被

害者が求めている DV 対策を明らかにする事

が出来た． 

（２）便宜的抽出法にて選択した県内の一母

子生活支援施設に勤務する施設長および指

導員を対象に，留置質問紙調査及び半構造化

面接と簡易スケールを実施した．これにより，

職員の被害者遭遇時のストレスとスーパー

バイズの必要性，職員が必要としている教育

システムを明らかにすることが出来た． 

（３）便宜的抽出法にて選択した県内の 100

床以上の総合病院に勤務する全看護師を対

象に，留置質問紙調査及び半構造化面接と簡

易スケール（職員のストレスチェック）を実

施した．これにより，看護師のストレスと DV

問題に対するスーパーバイズの必要性，職員

が必要としている DV 被害者支援教育システ

ムを明らかにする事が出来た． 

（４）無作為抽出法にて選択した全国の大学

病院や 100床以上の総合病院に勤務する看護

部長または副看護部長を対象に， IT の普

及・導入率，e ラーニングシステム導入予定

の有無等について郵送調査を実施した． 

（５）全国 47 都道府県の母子生活支援施設

や婦人相談所，女性センター，配偶者暴力 



相談支援センター，民間シェルター・相談機 

関の責任者を対象に，ITの普及・導入率，e 

ラーニングシステム導入予定の有無等につ 

いて郵送調査を実施した． 

 

４．研究成果 

2001 年 DV 防止法施行後，DV に対する認識

が一般社会に認知され，近年，被害者数は増

加の一途を辿っている．しかしながら，多く

の現場では被害者対応は職員個人の自己努

力と判断に任されており，被害者遭遇時の支

援者としての具体的な支援方法，相談機関に

関する情報提供スキルなど，職員としての基

礎能力が不足しており，混沌とした状態が未

だに続いている．今回，DV被害者支援職員の

資質向上やバーンアウト防止のための教育

研修体制の確立を検討するために，DV 被害者

支援を実施している福祉・行政職員，医療機

関職員を対象に，「（１）DV被害の支援実態と

職員に求める被害者支援能力（２）DV 研修の

実態と被害者支援職員の専門性を向上させ

る研修システム（３）IT を活用した新たな教

育研修システム構築とその有効性」に関する

調査を実施した。調査から得られた結論は，

以下の通りである． 

(1)DV 被害の支援実態と職員に求められてい

る被害者支援能力について 

①被害者への適切な支援のために職員の資

質向上が求められているにも関わらず，法的

な強制力がないために，被害者支援を実施す

る福祉・行政機関職員の教育研修受講は，職

員個人や施設の対応に任されていた。 

②DV 防止法制定後被害者数は増加の一途を

辿り，具体的な被害者支援に関する研修を受

けたことがないために被害者対応に苦慮す

る職員が増加しているが，被害者支援を体験

した職員の多くは，自らの被害者支援能力を

向上させたいと考えていた。 

③被害者支援を実施する福祉・行政機関職員

には，適切な被害者支援を実施するために，

豊富な社会経験が求められていた。 

(2)DV 研修の実態と被害者支援職員の専門性

を向上させる研修システムについて 

① DV 被害者支援職員は，業務により初めて

被害者に遭遇し，職員研修だけではなく実際

の現場で，職場の先輩から DV の実態と被害

者支援について学ぶ場合が多かった。 

②適切な被害者支援のためには職員の高い

専門スキルが不可欠であるが，法律の規定が

ないため，社会における研修プログラムや研

修システムそのものが欠如していた。 

③職員は研修受講の際に職員研修会の開催

場所や開催時間等により制限を受けており，

これまでの集合研修だけで研修効果を高め

るには限界があるため，新たな研修システム

の構築が望まれていた。 

(3)IT を活用した新たな教育研修システム構

築と有効性について 

①職員の専門スキルの向上のためには，勤務

システムや勤務場所に関係なく，全職員が業

務に合った研修を受講出来る研修システム

が不可欠であり，そのシステムとして，e ラ

ーニングシステムは最適であった。 

②全国の福祉・行政機関，医療機関共に，9

割以上の機関で IT 環境が整備され，パソコ

ンは電子メールや資料提出等に多く活用さ

れていたが，初期費用や設備の維持費等のコ

スト面の問題から，研修システムとして eラ

ーニングシステムを導入している福祉・行政

機関は 5.4％，医療機関は12％と少なかった。 

③システム整備にかかる費用や定期的メン

テナンスや更新が必要であることが，施設内

に IT を整備する上で障害になっていた。 

④e ラーニングシステムが導入されている機

関であっても， e ラーニングシステムを用い

た補助教育や研修，施設内研修に対する評価



は必ずしも高いとは言えなかった。 
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